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一般会計 概算要求：要求基準△３％（エネルギー対策費）

（要望枠 ＋２０％、 経済成長戦略枠＋２％）

H18認可額： ８１３億円（８３０億円：収入を含む総事業費）

H19要求額： ９６２億円（９７８億円：収入を含む総事業費）

ポイント：J-PARC計画のH20供用開始を目指した着実な整備

戦略重点科学技術であり、国際共同事業であるITER計画の本格的推進

法律改正等に伴う要求（RI・研究所等廃棄物処分事業拠出金、PP対策強化）

JMTR改修に着手

特別会計 一般電気事業者の販売電気に一定の税率をかけて得られる税収（電源開発促進税：

対前年度１０１％）が基礎

H18認可額： １０８４億円（１１７４億円：収入を含む総事業費）

H19要求額： １１１２億円（１１４９億円：収入を含む総事業費）

ポイント：「もんじゅ」性能試験開始に向けた取組

国家基幹技術「FBRサイクル実用化研究開発」の推進

高レベル放射性廃棄物処分研究の実施

法律改正等に伴う要求（RI・研究所等廃棄物処分事業拠出金、PP対策強化）

再処理受託事業の終了に伴う収入の大幅減（ただし借入金返済も終了）

H19H19年度概算要求について年度概算要求について



2特別会計一般会計
Ｈ１９Ｈ１８

その他内訳

H19年度(H18年度)

○もんじゅ関連技術 ７( ７)

○FBRその他 ２８(３８)

○原子力システム

フロンティア研究 １６(１７)

○安全・核不拡散 １３(１３)

○ウラン濃縮 １５(１５)

○バックエンド対策 ９(１０)

○廃棄物関連施設等

運転管理費 １３(１３)

○その他廃止措置 ４( ５)

○連携強化 ３５(３７) 

○共通業務費 ５６(６０)

○収入見合い経費 ２０(２８)

人件費
２３９

「ふげん」４７

その他
２１６

高レ
９０

Pu燃料製造４９

「常陽」３８

「もんじゅ」
１８０

ＦＳ６５

RI研廃３３
ＰＰ強化 １４

政
府
支
出
金

１
１
１
２
億
円

３７

再処理操業費５５

その他再処理４３

租税公課等
８０

政
府
支
出
金

１
０
８
４
億
円

９１

人件費
２４１

「ふげん」４８

その他
２４３

高レ
９０

Pu燃料製造４６

「常陽」２９

「もんじゅ」
２２３

再処理操業費６１

借入金返済３９

その他再処理７２

租税公課等
８２

人件費
２５６

租税公課等
５３

J-PARC
１９８

ITER ７５

PP対策強化 6
RI研廃 14

○核融合研究 ４７
○量子ビーム ４０

○安全・核不拡散
１１

○廃止措置 ４８

○原子力基礎工学
７４

○連携強化 ８４

・安全確保（６２）
・広報 （３）

○工業用水導入・排
水対策費 １２
○その他

人件費
２５３

租税公課等
５５

J-PARC
１９３

○核融合研究 ４３
○量子ビーム ３４
○安全・核不拡散

１１
○廃止措置 ３７
○原子力基礎工学

６０
○連携強化 ６９
・安全確保（５３）
・広報 （３）
○その他

Ｈ１８ Ｈ１９

（＊）概算要求基準
による要望基礎額
(789億円：対前年
度比97％）

【参考値】

注）四捨五入に伴い、合計額に不一致がある。

ＨＨ1919年度概算要求年度概算要求の概要の概要

97%
（＊）

JMTR改修 １５

(単位：億円）

総事業費：９７８億円

総事業費：８３０億円

ITER １２

総事業費：１，１７４億円 総事業費：１，１４９億円
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１６

１７

政
府
支
出
金

９
６
２
億
円

政
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重要プロジェクト（重要プロジェクト（44事業）の機構予算事業）の機構予算＊＊に占める割合に占める割合

＊：人件費、一般管理費、公租公課などは含まれない。

高レベル放射性廃棄物
地層処分研究開発

Ｈ17年度

1,274億円

Ｈ18年度

1,222億円

Ｈ19年度

1,428億円

(概算要求中）

約 48％（607億円） 約 56％（710億円＊＊） 約 60％（859億円＊＊）

307

（24%）

70 （6%）

83
（7%）

146
（11%）

667

（52%）

その他

研究開発

FBRサイクル技術開発

核融合研究開発

J-PARC計画

371

（30%）

55
（5%）

90

（7%）193

（16%）

512

（42%）

449

（31%）

122

（9%）
90
（6%）

198

（14%）

570

（40%）

＊＊：外部資金による収入見込みを含む
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予算・予算・人人員の推移員の推移
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5,000
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3,155

1,520

1,047

538

3,104

1,429

1,012

455

2,896

1,329

1,053

430

2,813

1,071

1,028

530

2,629

1,053

858

183

2,094

813

1,084

107

2,004

0

6,000

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

（億円） (人）

4386
46084679

494850235093

※ 17年度上期までは、旧日本原子力研究所分及び旧核燃料サイクル開発機構分を合算したものである。
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1,009

262
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4493

16

960

1,020

253

2,232

4445

19
要求(額)

962

1,112

53

2,127

（年度）




